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小規模な倉庫の建築基準法上の取扱いについて（技術的助言）

近年、災害に強いまちづくりの推進が求められている中、地域において、既

製の小規模な鋼製物置等を備蓄倉庫として活用する事例が見られる。

こうした状況を踏まえ、小規模な倉庫に係る建築基準法（昭和25年法律第20

1号）上の取扱いについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第

１項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知するので、適切な業

務の推進に努められるようお願いする。

貴職におかれては、貴管内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認

検査機関に対しても、この旨周知方お願いする。

なお、国土交通大臣及び地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、

この旨通知していることを申し添える。

記

土地に自立して設置する小規模な倉庫（物置等を含む。）のうち、外部から

荷物の出し入れを行うことができ、かつ、内部に人が立ち入らないものについ

ては、建築基準法第２条第１号に規定する貯蔵槽に類する施設として、建築物

に該当しないものとする。したがって、建築確認等の手続きについても不要で

ある。

この取扱いについては、当該倉庫が既製のものであるか否か、及びその構造

種別にかかわらず、上記に従って判断するものとする。


